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１．2025年３月期第３四半期の連結業績（2024年４月１日～2024年12月31日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年３月期第３四半期 43,897 20.6 1,830 296.9 2,327 193.2 1,633 230.4
2024年３月期第３四半期 36,398 12.7 461 ― 793 ― 494 ―

(注) 包括利益 2025年３月期第３四半期 1,450百万円( 25.9％) 2024年３月期第３四半期 1,152百万円( ― ％)

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2025年３月期第３四半期 65.98 ―
2024年３月期第３四半期 19.84 ―

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2025年３月期第３四半期 95,844 60,360 63.0
2024年３月期 87,315 59,775 68.5

(参考) 自己資本 2025年３月期第３四半期 60,360百万円 2024年３月期 59,775百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2024年３月期 ― ― ― 35.00 35.00
2025年３月期 ― ― ―
2025年３月期(予想) 60.00 60.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

３．2025年３月期の連結業績予想（2024年４月１日～2025年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 66,200 13.1 4,000 16.5 4,560 16.6 3,580 29.2 144.64

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 有



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 無

新規 ― 社（社名） 、除外 ― 社（社名）

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数 (自己株式を含む) 2025年３月期３Ｑ 25,617,717株 2024年３月期 25,617,717株

② 期末自己株式数 2025年３月期３Ｑ 866,465株 2024年３月期 866,465株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2025年３月期３Ｑ 24,751,252株 2024年３月期３Ｑ 24,911,252株

※ 添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は
監査法人によるレビュー

： 有（任意）

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績予想等の将来に関する記述は、当社が現時点で入手可能な情報及び合理的と判断する

一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因によって異なる結果となる可能性があります。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、物価上昇等の影響が見られたものの、個人消費の持ち直し

や企業収益の改善が進んでおり、景気は緩やかな回復基調を維持いたしました。一方で、長引く地政学的リスク

への警戒や米国新政権の政策動向、中国経済の先行き不安など、海外景気の下振れ懸念は大きく、今後も十分な

留意が必要な状況となっております。

建設業界におきましては、引き続き原材料価格や人件費の高騰など、採算の圧迫要因を抱えておりますが、民

間設備投資の増加や底堅く推移する公共投資を背景として、当面は堅調な受注環境が見込まれております。

このような状況の中、当社グループの受注高につきましては、送電線設備部門で前年度に複数受注した大型プ

ロジェクト工事の反動減により、対前年同期比で減少しているものの、鉄道電気設備部門を中心に各事業部門と

も堅調に推移した結果、454億２千９百万円（前年同期は491億６千万円）となりました。売上高につきましては、

前年度からの豊富な繰越工事に加え、今年度の受注も堅調に推移しており、これら手持工事の施工が順調に進

捗・完成した結果、438億９千７百万円（前年同期は363億９千８百万円）となりました。

利益につきましては、売上高の大幅な増加により固定費の吸収が進むとともに、建設コストの高止まりが続く

中、効率的な施工や顧客との価格協議に努めた結果、18億３千万円の営業利益（前年同期は４億６千１百万円の

営業利益）、23億２千７百万円の経常利益（前年同期は７億９千３百万円の経常利益）、16億３千３百万円の親

会社株主に帰属する四半期純利益（前年同期は４億９千４百万円の親会社株主に帰属する四半期純利益）となり

ました。

なお、当社グループの業績は、販売費及び一般管理費等の固定費は各四半期に概ね均等に発生する一方で、工

事の完成引渡しが第４四半期に集中することから、売上高、利益ともに第４四半期に偏重する季節的変動があり

ます。

（２）財政状態に関する説明

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ85億２千８百万円増加し、958億４千４百万

円となりました。（現金預金で13億４千４百万円の減少、受取手形・完成工事未収入金等で76億７千７百万円の

増加、未成工事支出金で14億１千６百万円の増加）

負債は、前連結会計年度末に比べ79億４千４百万円増加し、354億８千４百万円となりました。（支払手形・工

事未払金等で13億９千４百万円の減少、短期借入金で95億円の増加、未払法人税等で11億１千３百万円の減少）

純資産は、前連結会計年度末に比べ５億８千４百万円増加し、603億６千万円となりました。（利益剰余金で７

億６千６百万円の増加、その他有価証券評価差額金で１億７百万円の減少）

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

最近の業績の動向を踏まえ、2024年５月14日に公表いたしました2025年３月期（2024年４月1日～2025年３月31

日）の通期業績予想を修正いたしました。詳細につきましては、本日（2025年２月12日）公表いたしました「業

績予想の修正に関するお知らせ」をご参照ください。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2024年12月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 8,905,864 7,561,058

受取手形・完成工事未収入金等 38,019,556 45,696,939

未成工事支出金 747,401 2,164,054

商品及び製品 84,681 61,585

仕掛品 6,796 6,719

材料貯蔵品 313,005 300,629

その他 820,886 1,762,206

流動資産合計 48,898,193 57,553,193

固定資産

有形固定資産

建物・構築物（純額） 9,085,051 8,834,292

機械・運搬具（純額） 339,005 323,363

工具器具・備品（純額） 248,246 254,851

土地 9,030,936 9,030,936

リース資産（純額） 1,905,719 1,629,957

建設仮勘定 364,912 867,572

有形固定資産合計 20,973,872 20,940,974

無形固定資産 437,339 393,911

投資その他の資産

投資有価証券 16,285,910 16,311,780

その他 724,772 649,209

貸倒引当金 △4,425 △4,425

投資その他の資産合計 17,006,258 16,956,564

固定資産合計 38,417,469 38,291,450

資産合計 87,315,663 95,844,643
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2024年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 7,435,563 6,040,806

電子記録債務 3,069,936 3,540,416

短期借入金 500,000 10,000,000

未払法人税等 1,305,823 192,123

未成工事受入金 338,802 781,585

完成工事補償引当金 301 2,686

賞与引当金 1,679,044 641,695

その他 5,685,468 6,680,663

流動負債合計 20,014,939 27,879,976

固定負債

退職給付に係る負債 5,509,752 5,616,132

役員退職慰労引当金 22,849 21,445

その他 1,992,222 1,966,648

固定負債合計 7,524,824 7,604,225

負債合計 27,539,764 35,484,202

純資産の部

株主資本

資本金 1,430,962 1,430,962

資本剰余金 3,205,423 3,205,423

利益剰余金 53,121,873 53,888,680

自己株式 △769,543 △769,543

株主資本合計 56,988,715 57,755,522

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 2,687,740 2,580,057

退職給付に係る調整累計額 99,443 24,860

その他の包括利益累計額合計 2,787,183 2,604,918

純資産合計 59,775,898 60,360,441

負債純資産合計 87,315,663 95,844,643



日本リーテック(株)1938 2025年３月期第３四半期決算短信

－5－

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2023年４月１日
至 2023年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年12月31日)

売上高 36,398,877 43,897,764

売上原価 32,173,193 38,139,130

売上総利益 4,225,684 5,758,634

販売費及び一般管理費 3,764,423 3,927,841

営業利益 461,260 1,830,792

営業外収益

受取利息 494 605

受取配当金 131,441 162,437

物品売却益 139,617 147,884

持分法による投資利益 63,811 209,308

その他 49,677 53,792

営業外収益合計 385,041 574,029

営業外費用

支払利息 41,469 55,680

貸倒損失 - 12,215

その他 10,969 9,442

営業外費用合計 52,439 77,339

経常利益 793,862 2,327,482

特別利益

固定資産売却益 2,251 101

国庫補助金 - 650

特別利益合計 2,251 751

特別損失

固定資産除売却損 41,644 23,198

特別損失合計 41,644 23,198

税金等調整前四半期純利益 754,469 2,305,035

法人税、住民税及び事業税 61,517 246,496

法人税等調整額 198,689 425,437

法人税等合計 260,207 671,933

四半期純利益 494,261 1,633,101

非支配株主に帰属する四半期純利益 - -

親会社株主に帰属する四半期純利益 494,261 1,633,101
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四半期連結包括利益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2023年４月１日
至 2023年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年12月31日)

四半期純利益 494,261 1,633,101

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 585,875 △93,617

退職給付に係る調整額 60,274 △74,582

持分法適用会社に対する持分相当額 12,352 △14,065

その他の包括利益合計 658,502 △182,264

四半期包括利益 1,152,764 1,450,836

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,152,764 1,450,836

非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（会計方針の変更に関する注記）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下「2022年改

正会計基準」という。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－

３項ただし書きに定める経過的な取扱いおよび「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第28号 2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な

取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による四半期連結財務諸表への影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表

における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当第１四半期連結会計期間の期首か

ら適用しております。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前年四半期および前連結会計年度については遡及

適用後の四半期連結財務諸表および連結財務諸表となっております。なお、当該会計方針の変更による前年四半

期の四半期連結財務諸表および前連結会計年度の連結財務諸表に与える影響はありません。
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（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 2023年４月１日 至 2023年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

報告セグメント

調整額
四半期連結損益
計算書計上額電気設備

工事業
兼業事業

不動産賃貸
事業

合計

売上高

外部顧客への売上高 33,851,819 2,255,484 291,573 36,398,877 ― 36,398,877

セグメント間の内部売上高
又は振替高 ― 993,378 34,823 1,028,202 △1,028,202 ―

計 33,851,819 3,248,863 326,396 37,427,079 △1,028,202 36,398,877

セグメント利益 2,473,296 185,213 135,426 2,793,936 △2,332,676 461,260

(注) 1. セグメント利益の調整額△2,332,676千円には、セグメント間取引消去△21,033千円、各報告セグメントに

配分していない全社費用△2,311,642千円が含まれている。全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般

管理費である。

2. セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項なし。

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 2024年４月１日 至 2024年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

報告セグメント

調整額
四半期連結損益
計算書計上額電気設備

工事業
兼業事業

不動産賃貸
事業

合計

売上高

外部顧客への売上高 41,422,076 2,184,218 291,469 43,897,764 ― 43,897,764

セグメント間の内部売上高
又は振替高 ― 1,665,979 34,823 1,700,802 △1,700,802 ―

計 41,422,076 3,850,198 326,292 45,598,567 △1,700,802 43,897,764

セグメント利益 3,918,621 313,262 128,691 4,360,575 △2,529,782 1,830,792

(注) 1. セグメント利益の調整額△2,529,782千円には、セグメント間取引消去21,669千円、各報告セグメントに配

分していない全社費用△2,551,452千円が含まれている。全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管

理費である。

2. セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項なし。

（キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、第３四半期

連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりである。

前第３四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年12月31日)

減価償却費 1,054,396千円 1,100,303千円
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３．補足情報

部門別受注高・売上高・繰越高の状況

①受注高 （単位：千円）

区 分
前第３四半期
連結累計期間

当第３四半期
連結累計期間

比較増減 増減率(％)

電気設備工事業

鉄道電気設備 23,814,529 26,913,629 3,099,100 13.0

道路設備 9,619,711 8,563,904 △1,055,807 △11.0

屋内外電気設備 3,832,478 4,150,042 317,563 8.3

送電線設備 11,893,326 5,801,950 △6,091,376 △51.2

合 計 49,160,046 45,429,526 △3,730,519 △7.6

②売上高 （単位：千円）

区 分
前第３四半期
連結累計期間

当第３四半期
連結累計期間

比較増減 増減率(％)

電気設備工事業

鉄道電気設備 20,600,876 21,963,694 1,362,817 6.6

道路設備 5,929,166 7,172,479 1,243,313 21.0

屋内外電気設備 2,323,476 3,978,231 1,654,755 71.2

送電線設備 4,998,300 8,307,670 3,309,370 66.2

小 計 33,851,819 41,422,076 7,570,256 22.4

兼業事業 2,255,484 2,184,218 △71,265 △3.2

不動産賃貸事業 291,573 291,469 △103 △0.0

合 計 36,398,877 43,897,764 7,498,887 20.6

③繰越高 （単位：千円）

区 分
前第３四半期
連結累計期間末

当第３四半期
連結累計期間末

比較増減 増減率(％)

電気設備工事業

鉄道電気設備 24,131,181 28,698,147 4,566,965 18.9

道路設備 6,144,763 5,485,308 △659,455 △10.7

屋内外電気設備 8,177,663 8,315,322 137,658 1.7

送電線設備 13,971,980 11,738,872 △2,233,107 △16.0

合 計 52,425,590 54,237,650 1,812,060 3.5

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2025年２月12日

日本リーテック株式会社

取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

東京事務所

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 吉 田 秀 樹

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 西 谷 直 博

監査人の結論

当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられている日本リーテック株式会社の2024年４月１日から2025

年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2024年10月１日から2024年12月31日まで）及び第３四半期

連結累計期間（2024年４月１日から2024年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照

表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財務

諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（た

だし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていな

いと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記

載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、

また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手した

と判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記

載の省略が適用されている。）に準拠して四半期連結財務諸表を作成することにある。これには、不正又は誤謬による

重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること

が含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国におい

て一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項

に定める記載の省略が適用されている。）に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を

開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。
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監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所の四半

期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計

基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成

されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性

が認められる場合は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要

な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又

は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づ

いているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及

び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成

基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が認めら

れないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上


